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【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月７日

【四半期会計期間】 第95期第３四半期(自 2018年10月１日 至 2018年12月31日)

【会社名】 中部電力株式会社

【英訳名】 Chubu Electric Power Company,Incorporated

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 勝 野 哲

【本店の所在の場所】 名古屋市東区東新町１番地

【電話番号】 052(951)8211(代)

【事務連絡者氏名】 経理室決算チームリーダー 伊 藤 圭 吾

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区内幸町二丁目２番１号

(日本プレスセンタービル内)

【電話番号】 03(3501)5101(代)

【事務連絡者氏名】 東京支社課長 三 縞 善 信

【縦覧に供する場所】 中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー静岡支社

(静岡市葵区本通二丁目４番地の１)

中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー三重支社

(津市丸之内２番21号)

中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー岐阜支社
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(長野市柳町18番地)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)

（注）第１四半期連結会計期間より，日付の表示を和暦から西暦に変更している。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

第３四半期
連結累計期間

第95期
第３四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高(営業収益) (百万円) 2,062,749 2,199,150 2,853,309

経常利益 (百万円) 116,253 90,387 128,532

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 80,846 62,963 74,372

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 83,429 67,276 71,523

純資産 (百万円) 1,803,610 1,827,118 1,791,942

総資産 (百万円) 5,422,967 5,551,365 5,529,408

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 106.78 83.21 98.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.1 31.8 31.3

回次
第94期

第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) 24.65 △4.70

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には，消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については，潜在株式が存在しないため記載していない。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており，前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については，当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において，当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について，重要な変更はない。ま

た，主要な関係会社の異動は次のとおりである。

　

〔その他〕

第２四半期連結会計期間において，出資により，株式会社日本エスコンを持分法の適用範囲に含めている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について，当四半期報告書の提出日までにおいて，重

要な変更はない。

２ 【経営者による財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　① 経営成績

前第３四半期
連結累計期間

(自 2017年４月１日

至 2017年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日

至 2018年12月31日)

増 減

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） 増減率（％）

売上高（営業収益） 20,627 21,991 1,364 6.6

営業利益 1,248 949 △299 △24.0

経常利益 1,162 903 △258 △22.2

親会社株主に帰属
する四半期純利益

808 629 △178 △22.1

当第３四半期連結累計期間の収支の状況については，収益面では，販売電力量の減少はあったが，燃料費調整

額の増加に加え，再生可能エネルギー特別措置法に基づく賦課金や交付金の増加などから，売上高は，前第３四

半期連結累計期間に比べ1,364億円増加し2兆1,991億円，経常収益は，前第３四半期連結累計期間に比べ1,400億

円増加し2兆2,188億円となった。

一方，費用面では，燃料価格の上昇に伴う燃料費の増加や再生可能エネルギーの買取費用の増加などから，経

常費用は，前第３四半期連結累計期間に比べ1,659億円増加し2兆1,284億円となった。

以上により，経常利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ258億円減少し903億円，親会社株主に帰属する四

半期純利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ178億円減少し629億円となった。

当社の販売電力量は，中部エリア外での販売拡大や半導体の生産増はあったが，他事業者への切り替え影響な

どから，前第３四半期連結累計期間に比べ16億kWh減少し872億kWhとなった。

なお，中部電力グループ全体の販売電力量は，前第３四半期連結累計期間に比べ６億kWh減少し910億kWhとなっ

た。

これに対して供給面では，浜岡原子力発電所全号機が運転を停止している中，水力発電電力量は，出水率が前

第３四半期連結累計期間を上回ったことから，前第３四半期連結累計期間に比べ６億kWh増加し74億kWhとなっ

た。

また，他社送電電力量は，卸販売電力量の増加などにより，前第３四半期連結累計期間に比べ25億kWh増加し76

億kWhとなり，他社受電電力量は，再生可能エネルギーの買取電力量が増加したことなどにより，前第３四半期連

結累計期間に比べ29億kWh増加し169億kWhとなった。

この結果，火力発電電力量は，前第３四半期連結累計期間に比べ29億kWh減少し755億kWhとなった。
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当第３四半期連結累計期間におけるセグメント別の経営成績は以下のとおりである。

［発電］

火力および再生可能エネルギーによる電力の供給に伴う売上高は，他社への販売電力量が増加したことな

どから，前第３四半期連結累計期間に比べ306億円増加し8,256億円となった。

一方，営業費用は，燃料価格の上昇に伴う燃料費の増加などから，前第３四半期連結累計期間に比べ684億

円増加し8,185億円となった。

以上により，営業利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ377億円減少し70億円となった。

［電力ネットワーク］

電力ネットワークサービスの提供に伴う売上高は，再生可能エネルギー特別措置法に基づく交付金の増加

などから，前第３四半期連結累計期間に比べ106億円増加し5,448億円となった。

一方，営業費用は，再生可能エネルギーの買取費用の増加などから，前第３四半期連結累計期間に比べ133

億円増加し5,177億円となった。

以上により，営業利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ27億円減少し270億円となった。

［販売］

ガス＆パワーを中心とした総合エネルギーサービスに伴う売上高は，販売電力量の減少はあったが，燃料

費調整額の増加に加え，再生可能エネルギー特別措置法に基づく賦課金や交付金の増加などから，前第３四

半期連結累計期間に比べ801億円増加し2兆92億円となった。

一方，営業費用は，燃料価格の上昇に伴う購入電力料の増加などから，前第３四半期連結累計期間に比べ

584億円増加し1兆9,653億円となった。

以上により，営業利益は，前第３四半期連結累計期間に比べ216億円増加し439億円となった。

　

② 財政状態

総資産は，前連結会計年度末並みの5兆5,513億円となった。

純資産については，親会社株主に帰属する四半期純利益などにより，前連結会計年度末に比べ351億円増加し1

兆8,271億円となった。

　この結果，自己資本比率は，前連結会計年度末から0.5ポイント向上し31.8％となった。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期報告書の提出日までにおいて，事業上及び財務上の対処す

べき課題について，重要な変更はない。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体としての研究開発費の総額は，5,196百万円である。

（注）上記金額には，内部取引を考慮していない。

決算短信（宝印刷） 2019年01月31日 09時15分 4ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 5 ―

(4) 生産，受注及び販売の実績

当社グループは，火力および再生可能エネルギーによる電力の供給を行う「発電」，電力ネットワークサービ

スの提供を行う「電力ネットワーク」，ガス＆パワーを中心とした総合エネルギーサービスを展開する「販売」

の３つのセグメントが，一体となって電気事業を運営している。

当社グループにおける生産，受注及び販売の状況については，その大半を占める当社の営む電気事業のみを記

載している。

なお，電気事業は，販売電力量が景気動向等の影響を受けることや，夏季と冬季に高い水準となる傾向にあり，

四半期ごとの業績に変動が生じることがあるため，電気事業における生産，受注及び販売の実績を記載してい

る。

① 発受電実績

種別

当第３四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

対前年同四半期
増減率(％)

自社（百万kWh）

水力発電電力量 7,396 9.1

火力発電電力量 75,490 △3.7

原子力発電電力量 △202 4.5

新エネルギー発電電力量
(3)
46

(△92.7)
78.6

他社（百万kWh）
送電電力量 △7,621 47.5

受電電力量 16,936 20.8

揚水発電所の揚水用電力量（百万kWh） △515 △44.0

合計 91,531 △1.5

出水率（％） 110.0 ―

(注) １ 火力発電電力量は，汽力と内燃力の合計である。

２ 新エネルギー発電電力量の（ ）内は，火力発電電力量のうちバイオマスに係る電力量を再掲している。

３ 他社は，当第３四半期連結会計期間末日現在で把握している電力量を記載している。

４ 揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

５ 出水率は，1987年度から2016年度までの第３四半期連結累計期間の30カ年平均に対する比である。

６ 四捨五入の関係で，合計が一致しない場合がある。

② 販売実績

種別

当第３四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

対前年同四半期
増減率(％)

販売電力量

（百万kWh）

低圧 25,188 △4.9

高圧・特別高圧 62,004 △0.5

合計 87,193 △1.8

料金収入（百万円） 1,591,828 1.7

(注) １ 料金収入には，消費税等は含まれていない。

　 ２ 四捨五入の関係で，合計が一致しない場合がある。

〔参考１〕

グループ合計の販売電力量（百万kWh） 91,019 △0.7

(注) グループ合計の販売電力量は，当社および連結子会社，ならびに持分法適用会社の販売電力量を記載している。

　

〔参考２〕

他社販売電力量（百万kWh） 7,621 47.5

(注) 他社販売電力量は，発受電実績における他社送電電力量を記載している。
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(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において，主要な設備に重要な異動はない。また，主要な設備の前連結会計年度末

における計画に著しい変更はない。

　なお，前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の当第３四半期連結累計期間における廃止分は次

のとおりである。

　 発電

　 （火力）

地点名 出力（千kW） 廃止

四日市３号 220 2018／12

尾鷲三田１号 375 2018／12

尾鷲三田３号 500 2018／12

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項なし
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,190,000,000

計 1,190,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 758,000,000 758,000,000
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は100株
である。

計 758,000,000 758,000,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

(4) 【発行済株式総数，資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年10月１日～

2018年12月31日
─ 758,000,000 ─ 430,777 ─ 70,689

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため，記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については，株主名簿の記載内容が把握できず，記載するこ

とができないことから，直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

1,253,300
(相互保有株式)
普通株式 ― ―

106,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,533,962 ―
753,396,300

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
3,243,500

発行済株式総数 758,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,533,962 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には，証券保管振替機構名義の株式2,800株及び株主名簿上は当

社名義となっているが実質的に所有していない株式100株を含めて記載している。また，「議決権の数」欄に

は，証券保管振替機構名義の株式に係る議決権の数28個を含めて記載している。ただし，株主名簿上は当社名

義となっているが実質的に所有していない株式に係る議決権の数１個は含まれていない。

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 1,253,300 ― 1,253,300 0.17

(相互保有株式)

東海コンクリート工業
株式会社

三重県いなべ市大安町
大井田2250番地

106,900 ― 106,900 0.01

計 ― 1,360,200 ― 1,360,200 0.18

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期累計期間において，役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」 (2007年８月10日内

閣府令第64号)に準拠し「電気事業会計規則」(1965年６月15日 通商産業省令第57号)に準じて作成している。

２ 監査証明について

当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第３四半期連結会計期間(自 2018年10月１日 至

2018年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)に係る四半期連結財務諸表

について，有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部

固定資産 4,792,185 4,878,224

電気事業固定資産 3,137,080 3,107,089

水力発電設備 311,907 305,941

汽力発電設備 684,665 660,126

原子力発電設備 142,248 175,411

送電設備 680,244 655,583

変電設備 414,949 415,116

配電設備 780,857 778,060

業務設備 108,150 102,884

その他の電気事業固定資産 14,057 13,966

その他の固定資産 276,469 290,041

固定資産仮勘定 344,469 415,224

建設仮勘定及び除却仮勘定 334,025 404,780

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 10,444 10,444

核燃料 179,755 182,475

装荷核燃料 40,040 40,040

加工中等核燃料 139,715 142,435

投資その他の資産 854,410 883,393

長期投資 206,723 198,972

関係会社長期投資 416,861 454,067

退職給付に係る資産 18,656 19,189

繰延税金資産 198,842 197,946

その他 14,175 14,035

貸倒引当金（貸方） △849 △817

流動資産 737,222 673,141

現金及び預金 181,631 133,107

受取手形及び売掛金 291,341 329,704

たな卸資産 75,056 104,292

その他 190,857 108,130

貸倒引当金（貸方） △1,663 △2,093

合計 5,529,408 5,551,365
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 2,549,995 2,381,867

社債 619,259 539,260

長期借入金 1,361,767 1,244,662

原子力発電所運転終了関連損失引当金 9,211 8,867

退職給付に係る負債 182,130 177,206

資産除去債務 209,178 244,121

その他 168,448 167,750

流動負債 1,165,023 1,319,932

1年以内に期限到来の固定負債 257,315 319,031

短期借入金 370,945 352,532

コマーシャル・ペーパー － 203,000

支払手形及び買掛金 133,057 114,273

未払税金 82,179 48,716

その他 321,526 282,378

特別法上の引当金 22,446 22,446

渇水準備引当金 22,446 22,446

負債合計 3,737,465 3,724,247

株主資本 1,688,145 1,720,736

資本金 430,777 430,777

資本剰余金 70,805 70,804

利益剰余金 1,188,453 1,221,145

自己株式 △1,891 △1,991

その他の包括利益累計額 41,597 44,084

その他有価証券評価差額金 38,649 35,776

繰延ヘッジ損益 △6,182 △6,257

為替換算調整勘定 19,964 22,657

退職給付に係る調整累計額 △10,833 △8,091

非支配株主持分 62,199 62,297

純資産合計 1,791,942 1,827,118

合計 5,529,408 5,551,365
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

営業収益 2,062,749 2,199,150

電気事業営業収益 1,846,927 1,935,437

その他事業営業収益 215,822 263,712

営業費用 1,937,873 2,104,213

電気事業営業費用 1,731,321 1,847,914

その他事業営業費用 206,552 256,298

営業利益 124,876 94,936

営業外収益 16,002 19,656

受取配当金 2,136 2,540

受取利息 205 134

持分法による投資利益 8,827 9,596

その他 4,833 7,384

営業外費用 24,625 24,204

支払利息 20,146 18,341

その他 4,478 5,862

四半期経常収益合計 2,078,752 2,218,806

四半期経常費用合計 1,962,499 2,128,418

経常利益 116,253 90,387

渇水準備金引当又は取崩し △403 －

渇水準備引当金取崩し（貸方） △403 －

税金等調整前四半期純利益 116,656 90,387

法人税等 34,128 25,273

四半期純利益 82,528 65,114

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,681 2,151

親会社株主に帰属する四半期純利益 80,846 62,963
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益 82,528 65,114

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,051 △2,811

繰延ヘッジ損益 917 1,224

為替換算調整勘定 1,506 △146

退職給付に係る調整額 △919 2,982

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,655 913

その他の包括利益合計 900 2,162

四半期包括利益 83,429 67,276

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 80,328 65,450

非支配株主に係る四半期包括利益 3,101 1,826
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

（持分法適用の範囲の重要な変更）

　第２四半期連結会計期間において，出資により，株式会社日本エスコンを持分法の適用範囲に含めている。

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

（税金費用の計算方法の変更）

　従来，税金費用については，年度決算と同様の方法により計算していたが，第１四半期連結会計期間より，連

結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り，税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更している。

　この変更は，当社グループの四半期決算業務の迅速性確保，及び一層の効率化を図るためである。

　なお，この変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であるため，遡及適用は行っていない。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

（税金費用の計算）
　（会計方針の変更等）に同一の内容を記載しているため，注記を省略している。

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

（表示方法の変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており，繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し，繰延税金負債は固定負債

の区分に表示している。

　これにより，前連結会計年度の連結貸借対照表において，「流動資産」の「繰延税金資産」25,247百万円を

「投資その他の資産」の「繰延税金資産」に，「流動負債」の「繰延税金負債」６百万円を「固定負債」の「繰

延税金負債」に組み替えている。

　これに伴い，「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）に基づき，同一納税主体の繰延税金資産と繰

延税金負債は双方を相殺して表示することから，「投資その他の資産」の「繰延税金資産」と「固定負債」の

「繰延税金負債」を780百万円相殺している。

　この結果，前連結会計年度の連結貸借対照表において，変更を行う前と比べて，「流動資産」の「繰延税金資

産」が25,247百万円減少し，「投資その他の資産」の「繰延税金資産」が24,467百万円増加しており，また「流

動負債」の「繰延税金負債」が６百万円減少し，「固定負債」の「繰延税金負債」が773百万円減少している。

（特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法の変更）

　有形固定資産のうち特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法は，「原子力

発電施設解体引当金に関する省令」（1989年５月25日 通商産業省令第30号）の定めに従い，原子力発電施設解

体費の総見積額を運転期間に安全貯蔵期間を加えた期間にわたり，定額法により費用計上する方法によっていた

が，2018年４月１日に「原子力発電施設解体引当金に関する省令等の一部を改正する省令」（2018年３月30日

経済産業省令第17号）が施行され，「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（1989年５月25日 通商産業省

令第30号）が改正されたため，同施行日以降は，運転期間にわたり定額法により費用計上する方法に変更した。

　これにより，従来の方法と比べて，当第３四半期連結累計期間の営業利益，経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は，それぞれ2,396百万円減少している。

　なお，特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務の算定に用いる使用見込み期間を，運転期間に安全

貯蔵期間を加えた期間としていたが，同施行日以降は，運転期間に変更した。

　これにより，資産除去債務及び原子力発電設備に含まれる資産除去債務相当資産は，それぞれ32,979百万円増

加している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

(1) 社債及び借入金に対する保証債務

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

日本原燃株式会社 108,731百万円 101,819百万円

従業員(住宅財形借入ほか) 56,061百万円 50,913百万円

日本原子力発電株式会社 38,095百万円 38,095百万円

Cricket Valley Energy Partners LLC （注） 21,701百万円 31,215百万円

Ichthys LNG Pty Ltd. （注） 12,612百万円 11,814百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. （注） 8,693百万円 8,632百万円

PT.Cirebon Energi Prasarana （注） 3,271百万円 4,621百万円

Phoenix Power Company SAOG （注） 1,811百万円 2,070百万円

バジャドリド発電会社 （注） 1,749百万円 1,564百万円

楽天信託株式会社 1,405百万円 1,247百万円

メサイード発電会社 （注） 929百万円 975百万円

ラスラファンＣ事業会社 （注） 836百万円 873百万円

たはらソーラー合同会社 339百万円 300百万円

鈴川エネルギーセンター株式会社 259百万円 259百万円

(2) その他契約の履行に対する保証債務

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

JERA Energy America LLC （注） 17,307百万円 22,268百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. （注） 3,987百万円 4,501百万円

バジャドリド発電会社 （注） 1,072百万円 1,120百万円

米子バイオマス発電合同会社 ― 1,008百万円

ダイヤモンドパワー株式会社 810百万円 810百万円

Phoenix Operation and Maintenance Company LLC （注） 482百万円 504百万円

PT.Cirebon Energi Prasarana （注） 246百万円 256百万円

Goreway Power Station Holdings Inc. （注） 629百万円 249百万円

Phoenix Power Company SAOG （注） 198百万円 192百万円

JERA Americas Inc. （注） 4百万円 1百万円

（注）上記（1）及び（2）の保証債務残高のうち前連結会計年度70,074百万円，当第３四半期連結会計期間85,552

百万円については，株式会社ＪＥＲＡとの間で，当社に債務保証履行による損失が生じた場合，同社が当該損失

を補填する契約を締結している。

(3) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

次の社債については，金融商品に関する会計基準における経過措置を適用した債務履行引受契約を締結し，債務

の履行を委任している。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

第418回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 37,550百万円 ―

第424回社債(引受先 株式会社三菱ＵＦＪ銀行) 24,500百万円 ―

第426回社債(引受先 株式会社三菱ＵＦＪ銀行) 29,000百万円 29,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

売上高又は営業費用に著しい季節的変動がある場合

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費用

に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

当社グループの売上高に関しては，夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため，また，営業費用

に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に季節的変動がある。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお，第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は，次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

減価償却費 199,691百万円 191,252百万円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月28日
定時株主総会

普通株式 11,359 15 2017年３月31日 2017年６月29日 利益剰余金

2017年10月27日
取締役会

普通株式 11,358 15 2017年９月30日 2017年11月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 15,135 20 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

2018年10月26日
取締役会

普通株式 15,134 20 2018年９月30日 2018年11月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）発電
電力ネット

ワーク
販売 計

売上高

外部顧客への売上高 25,569 57,475 1,851,584 1,934,628 128,121 2,062,749 ― 2,062,749

セグメント間の内部

　売上高又は振替高
769,370 476,688 77,581 1,323,640 366,108 1,689,748 △1,689,748 ―

計 794,940 534,163 1,929,165 3,258,269 494,229 3,752,498 △1,689,748 2,062,749

セグメント利益 44,812 29,779 22,233 96,826 28,944 125,770 △894 124,876

(注) １ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の原子力部門，

管理間接部門，その他の連結子会社等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△894百万円には，セグメント間取引消去△447百万円が含まれている。

３ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）発電
電力ネット

ワーク
販売 計

売上高

外部顧客への売上高 36,722 88,179 1,928,637 2,053,539 145,610 2,199,150 ― 2,199,150

セグメント間の内部

　売上高又は振替高
788,892 456,638 80,649 1,326,180 352,089 1,678,269 △1,678,269 ―

計 825,614 544,817 2,009,287 3,379,719 497,700 3,877,419 △1,678,269 2,199,150

セグメント利益 7,056 27,076 43,919 78,051 21,331 99,383 △4,446 94,936

(注) １ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり，当社の原子力部門，

管理間接部門，その他の連結子会社等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△4,446百万円には，セグメント間取引消去△3,975百万円が含まれている。

３ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は，以下のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

１株当たり四半期純利益 106.78円 83.21円

(算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 80,846百万円 62,963百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

80,846百万円 62,963百万円

普通株式の期中平均株式数 757,145千株 756,669千株

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については，潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 【その他】

2018年10月26日開催の取締役会において，2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された最終の株主又は登

録株式質権者に対する剰余金の配当（第95期中間配当）に関し，次のとおり決議した。

　 ① 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,134百万円

　 ② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20円

　 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・2018年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年２月６日

中部電力株式会社

取締役会 御中
　

有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 本 千 佳

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 哲 也

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 村 井 達 久

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中部電力株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部電力株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
　　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以 上
　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月７日

【会社名】 中部電力株式会社

【英訳名】 Chubu Electric Power Company,Incorporated

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 勝 野 哲

【最高財務責任者の役職氏名】 ───────

【本店の所在の場所】 名古屋市東区東新町１番地

【縦覧に供する場所】 中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー静岡支社

(静岡市葵区本通二丁目４番地の１)

中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー三重支社

(津市丸之内２番21号)

中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー岐阜支社

(岐阜市美江寺町二丁目５番地)

中部電力株式会社 電力ネットワークカンパニー長野支社

(長野市柳町18番地)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長勝野哲は，当社の第95期第３四半期(自 2018年10月１日 至 2018年12月31日)の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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